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平成２５年労第５４３号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による遺族補償給付及び葬祭

料を支給しない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるというにある。  

２ 経  過 

請求人の亡夫（以下「被災者」という。）は、平成○年○月○日にＡ県職員を退

職後、同年○月○日にＡ県Ａ市所在のＢ協会に事務局長として採用され、協会事

務局全般に係る業務を担当し、平成○年頃からは、協会が委託していた公認会計

士とともに、社団法人から公益社団法人への移行認定に係る業務にも従事してい

た。 

請求人によれば、被災者は公益社団法人への移行認定作業について、相談する

上役もおらず一人で悩んでおり、また、公益社団法人化に伴い協会が実施してき

た無人ヘリコプターの貸出し事業の継続ができなくなると苦悩していたとしてい

る。 

被災者は、平成○年○月○日から同年○月○日の期間、平成○年○月○日から

同年○月○日の期間及び平成○年○月○日にＣ医院に受診し、いずれも不眠を主

訴として治療を受けていた。 

被災者は、平成○年○月○日の夕方頃から行方不明となり、同月○日自宅近く

の松林で縊死している状態で発見された。死体検案書によれば、死亡したときは

「平成○年○月○日夕方頃」、直接死因「縊頚」、死因の種類は「自殺」であった。 

請求人は、被災者の死亡は業務による心理的負荷が原因であるとして、監督署

長に遺族補償給付及び葬祭料を請求したところ、監督署長は、被災者の死亡は業
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務上の事由によるものとは認められないとして、これらを支給しない旨の処分を

した。 

請求人は、この処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」

という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを棄却し

たので、請求人は、さらに、この決定を不服として、本件再審査請求に及んだも

のである。 

第２ 再審査請求の理由 

（略） 

第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、被災者に発病した精神障害及び被災者の死亡が業務上の事由によ

るものであると認められるか否かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）被災者の本件疾病の発病の時期について 

請求人らは、被災者の本件疾病の発病時期はＩＣＤ－１０の診断ガイドライ

ンに照らして平成○年○月○日以降である旨主張している。 

専門部会は、Ｄ医師の所見も踏まえて、関係者の申述に基づく被災者の症状

の推移をＩＣＤ－１０の診断ガイドラインに照らして、総合的に検討した結果、

症状が顕著となった同年○月上旬頃に本件疾病、すなわち「精神病症状を伴わ

ない重症うつ病エピソード」（ＩＣＤ－１０、Ｆ３２．２）を発病したものと考

えるのが妥当であるとの意見を述べている。当審査会としても、被災者の症状

の推移等に鑑み、専門部会の意見は妥当であると判断する。 

なお、請求人らは、同月○日にＤ医師に受診した際、うつ気分はなかったこ

とから、ＩＣＤ－１０の診断ガイドラインによる本件疾病の診断基準に該当し

ないと主張している。この点、Ｅ主事によれば、同年○月下旬頃に、Ａ県のＯ
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Ｂの方が協会に来て被災者と話をしていたが、被災者はＯＢの人の話を上の空

で全く聞いていない様子であったこと、同年○月の初め頃からは、人前ではし

なかったゲップとおならを遠慮なくしていた旨述べていること、また、請求人

によれば、被災者は、同月○日にＦ部の人事担当者に具合が悪いので協会を辞

めたいと申し出たが、受け入れられなかったと言っていた旨述べていることな

どに鑑みると、被災者には抑うつ気分があったものと認められ、Ｄ医師に受診

した同月○日当日にうつ気分が認められなかったことをもって、ＩＣＤ－１０

の診断ガイドラインに該当しないと判断することはできず、請求人らの主張は

認めることはできない。 

また、請求人らは、同月○日以降に急激な発症により本件疾病を発病したと

主張するが、被災者は同月上旬に既に本件疾病を発病していたことから、同日

開催のＧ事業運営委員会においても方向性が定まらなかったという出来事など

から症状がより顕在化し、様々な症状が出現して来たと見るのが相当である。 

（２）ところで、精神障害の業務起因性の判断に関しては、厚生労働省労働基準局

長が「心理的負荷による精神障害の認定基準について（平成２３年１２月２６

日基発１２２６第１号）」（以下「認定基準」という。その要旨については、決

定書別紙の記載を引用する。）を策定しており、当審査会としてもその取扱いを

妥当なものと考えることから、以下、認定基準に基づき検討する。 

（３）請求人らは、前記意見書において、「被災者に対して強い心理的負荷を与えて

いたのは、公益社団法人への移行作業の困難さだけではなく、協会の公益認定

後であっても、その取消しを回避するためには、基金の取崩し計画を進める必

要があり、平成○年○月○日開催のＧ事業運営委員会においても方向性が定ま

らなかったという出来事が被災者に対して葛藤状態をどうしても打開できない

という強い心理的負荷である。」旨主張しているが、上記（１）で判断したとお

り、被災者の本件疾病の発病時期は同月上旬であることから、決定書理由第２

の２の（２）のイの（イ）のｅに説示するとおり、発病後の出来事であり、評

価の対象とはならないものである。 

（４）以上のことから、当審査会としては、心理的負荷の総合評価は決定書の結論

と同様に「強」には至らないものと判断する。 

なお、各証拠から認定基準の第５の本件疾病の悪化の業務起因性が推認され

るような「特別な出来事」に該当する出来事がなかったことは明らかである。 
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したがって、被災者に発病した本件疾病と業務との間に相当因果関係は認め

られず、被災者の死亡は業務上の事由によるものとは認められない。 

（５）請求人らのその余の主張についても子細に検討したが、上記結論を左右する

に足りるものは見出すことができなかったことを付言する。 

３ 以上のとおりであるので、監督署長が請求人に対してした遺族補償給付及び葬

祭料を支給しない旨の処分は妥当であって、これを取り消すべき理由はない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 

 


